
名称（事業名） 助成内容・対象条件など 助成率・助成額など 対象者

療養費給付

国保被保険者が受けた次の医療費などを給付
旅先などで保険証を持たずに診療を受けた／手術の輸血に用いた生血代（医師が
必要と認めた場合）／医師が必要と認めたコルセットなどの補装具代／医師が必
要と認めたはり・きゅう・マッサージなどの施術／海外渡航中に診療を受けた など

一度全額負担した医療費などのうち、保
険給付相当額 個人

福祉医療費
給付事業

乳幼児・小中学生・高校生世代・ひとり親家庭の児童・高齢身
体障がい者・重度心身障がい者の医療費の一部負担金を助成 全額助成 個人

はり、きゅう、マッサ
ージ施術扶助事業 65 歳以上の人に対し、指定施術所の施術受療券を交付 1 回 1,000 円の受療券を 4 枚 個人

後期高齢者健康
診査の費用助成

後期高齢者医療制度被保険者（施設入居者および要介護度 3 以上の人
を除く）に対し、対象とする医療機関での健康診査の費用を助成 全額助成 個人

後期高齢者歯科口
腔健診料助成

後期高齢者医療制度被保険者に対し、対象とする医療機関での
歯科健診の受診料を助成 全額助成 個人

問産業活力課 商工振興班 ☎ 30-0250◎起業・商工業

名称（事業名） 助成内容・対象条件など 助成率・助成額など 対象者

女性若者資格取得
支援補助金

40 歳未満の市民に対し、資格（第一種運転免許（普通免許を
除く）を含む）取得にかかる費用の一部を助成
※現在就業している人も含む
◎補助対象経費
①資格取得や検定試験の受験料、資格取得できる講習会
　の受講料で 6 千円以上のもの
②介護職員初任者研修課程
※②は市内の事業所に就職予定の高校生に限る
※ 1 人につき 5 回まで申請可

補助率：
① 1/2 以内（上限 5 万円）
② 10/10 以内（上限 5 万円）

個人

産業人材育成支援
事業費補助金

中小企業の従業員などに対し、資格（技能系運転免許を含む）
の取得のための試験や講習会にかかる費用の一部を助成
◎補助対象経費
①受講料（資料代含む）、受験料
②交通費（ガソリン代除く）、宿泊費
※受講料と受験料の合計額が 1 人あたり 1 万 5 千円以上が対象

補助率：
① 1/2 以内
② 1/3 以内

（①②を合わせ法人は上限 20 万円、個人事業主は上
限 10 万円）
※上限額のうち、運転免許取得分は 5 万円まで

事業主

企業立地助成金
【事業所新設、増設、移設】

一定規模以上の地元新規雇用を伴う事業所の新設、増設、
移設にかかる費用の一部を助成
◎補助対象経費
①施設整備費、②土地・建物賃借料（5 年以内）
③除雪費（3 シーズン内）、④雇用助成（3 年以内）
⑤通信回線使用料（3 年間）

補助率：
① 1/10
② 10/10 ～ 5/10
③ 5/10
④ 1 人につき 30 万円
⑤ 5/10 事業主

企業立地助成金
【事業高度化、新分野進出】

事業の高度化や新分野への進出に資する設備導入、事業
所の移転に伴う設備などの移送などに要する費用の一部
を助成
◎補助対象経費
⑥設備導入費（500 万円以上）、⑦設備移送費

⑥ 3/10
⑦ 5/10
※ 企業立地助成金（①～⑦の合計）の上限は、１事業

者あたり通算 1 億 5 千万円

求人活動支援補助金

中小企業者の人材確保を目的とする求人情報誌などへの
掲載費用や合同説明会出展などの事業にかかる費用、イ
ンターンシップ受け入れに係る費用の一部を助成
◎補助対象経費　求人情報発信経費、企業紹介動画作成費用、
　合同企業説明会等出展費用、企業紹介パンフレット等作成費
　用、インターンシップ受入費用　※事業費の合計が 2 万円以上
　の場合に対象。ただし、インターンシップ受入費用を除く

補助率：1/2 以内（１事業者につき上限 15 万円。
ただし、インターンシップ受入費用は別枠とし
て上限年間６万円）

事業主

トラック運送燃料
高騰対策支援金

市内に本社または事業所を有するトラック運送関連事業
者など、運送業を営む事業者（個人事業主を含む）に対
し、燃料費の一部を支援
◎補助対象経費
令和 6 年 1 月～ 3 月までに使用した車両の燃料費
◎申請期限
令和６年８月 30 日

支援金：
①普通貨物自動車　2 万円 / 台
②軽貨物自動車　5 千円 / 台

事業主

外国人材受入態勢
整備補助金

外国人材を活用する企業に対し、空き家や中古住宅を外
国人労働者専用の社宅に改修するためにかかる費用の一
部を助成
◎補助対象経費
・居住する建物に関する修繕費用（車庫や倉庫、外構工
　事は除く）
・家財撤去費用など

補助率：1/2（上限 100 万円） 事業主

中小企業ＤＸ推進
事業費補助金

業務の効率化による労働生産性の向上やコスト削減、新
規市場開拓など、ＤＸの推進を図る中小企業などに対し、
ソフトウェアなどの導入・利用料、システム開発・関連
機材導入、ＤＸ化指導のためのコンサルティング経費の
一部を助成
◎補助対象経費
・ソフトウェアなど導入費用及び利用料、システム開発
　費、システム関連機器導入費用
・ソフトウェアなど導入に必要な指導を受けるための専
　門家派遣費、コンサルティング経費
◎対象条件
①企業力強化促進事業で実施するＤＸ推進支援を受け、
　ＤＸ実行計画を策定する中小企業者など
②自社で専門家を招へいし、ＤＸ実行計画を策定する中
　小企業者など

補助率：① 1/2 以内
　　　　② 2/3 以内

（下限 20 万円、上限 100 万円）
事業主

名称（事業名） 助成内容・対象条件など 助成率・助成額など 対象者

大館能代空港
利用促進助成金

大館能代空港の発着便を利用した市民などに対し、航空運賃の一部
を助成
◎対象者　鹿角市に住民登録している人、市内に所在する事業所（市
　内事業所に勤務する人の利用に限る）、鹿角市内に扶養者がいる学生
◎対象期間　令和 6 年 4 月 1 日～令和 7 年 3 月 31 日搭乗分

補助金額：片道 5 千円
※対象とならない航空券あり。詳しく
　はお問い合わせください
※申請期限は搭乗した日を含め 30 日
　以内

個人・
事業所

問産業活力課 観光交流班 ☎ 30-0248◎空港利用

名称（事業名） 助成内容・対象条件など 助成率・助成額など 対象者

再エネ推進補助金

①自家消費型太陽光・蓄電池導入支援
　自家消費型の太陽光発電設備と蓄電池の
　導入費の一部を助成
②地域向け電源導入支援
　市遊休地を活用し、かづのパワーを通じ
　て地域に供給するための太陽光発電に必
　要な設備導入費の一部を助成
③木質バイオマス熱利用機器導入支援

①【太陽光発電設備】・個人 7 万円／㌗　・企業・事業者 
5 万円／㌗　【蓄電池】・個人 5 万円／ kWh　・企業・事業
者 6 万円／ kWh　※蓄電池の価格（円 /kWh）の１/ ３以内　※た
だし、個人は 15 万 5 千円 /kWh、企業・事業者は 19 万円 /kWh（工
事費込み・税抜き）以下の設備に限る
②補助率：１/ ２以内（上限 1,000 万円）
③補助率：２/ ３以内（上限 10 万円）
※環境省地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（重点対策加速化事業）による

個人
（①～③）

企業・
事業者

（①、②）
※②は公募
により決定。

省エネ設備等更新
支援補助金

事業者の省エネ機器の更新費用の一部を助
成。省エネ診断を実施し、1㌧ -CO2 の削
減効果のあるもの、もしくは 1㌧ -CO2 あ
たりの削減費用が 100 万円以下のもの
◎対象経費　器具、機械、装置、建物付属
　設備、構築物、備品

補助率：１/ ２以内（上限 100 万円） 企業・
事業者

省エネ家電購入
支援補助金

省エネ家電（エアコン寒冷地仕様、冷蔵庫）の
購入・設置費用の一部を助成。省エネ性能は
エアコン星 3 以上、冷蔵庫星 3.5 以上

補助率：１/ ２以内
（上限 エアコン 10 万円／台、冷蔵庫 10 万円／台） 個人

省エネ高効率空調・
照明等導入補助金

30% 以上の CO2 削減効果がある高効率空
調機器と調光抑制機能を有する高効率照明
機器の更新費用の一部を助成

補助率：１/ ２以内
（上限 個人 空調 10 万円、照明 10 万円、
　　   企業・事業者 空調 50 万円、照明 50 万円）
※環境省地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（重点対策加速化事業）による

個人・
企業・
事業者

問産業活力課 ゼロカーボン推進室 ☎ 30-0249◎再エネ・省エネ

名称（事業名） 助成内容・対象条件など 助成率・助成額など 対象者

起業・創業支援
事業補助金

①起業・創業支援
　計画的に起業・創業する人に対し、起業・創業に要する経
　費の一部を助成
◎対象経費
　事業拠点費、商品化促進費、宣伝広告費など
②第二創業支援
　既に営んでいる事業と日本標準産業分類の中分類以上が異
　なる業種の事業を新たに営む事業者を対象に支援
◎対象経費
　事業拠点費、商品化促進費、宣伝広告費など

①補助率：1/2 以内
（上限 50 万円、移住者は上限に 10 万円上乗せ、
 商店街空き店舗バンク登録物件を活用する場合は上限に 
 20 万円上乗せ）

②補助率：1/2 以内（上限 10 万円）

①個人
②事業者
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